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4 4 4 4 4 4 4 4 4
に比し低く定めるこ
とにより，特定供給事業者による消費税の転嫁
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
を拒むこと





①減額 111 3 114
②買いたたき 2951 38 2989
③利益提供の要請など 72 0 72
④本体価格の交渉拒否 256 0 256
⑤報復措置 0 0 0































































































































































































































































































































































































































































































　消費税の総額（税込価格）表示は，B to C 取
引では平成16年４月から義務付けられるように















































































































































































































































































































































































































































































































































































































える消費税転嫁対策」Business Law Journal ６
巻９号（平成25年）20頁。なお，長澤哲也ほか
『実務解説消費税転嫁対策特別措置法』（商事法
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